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決 算 審 査 意 見 書 

 

第１ 審査の対象 

  平成２０年度西原町一般会計歳入歳出決算 

  平成２０年度西原町国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

  平成２０年度西原町老人保健特別会計歳入歳出決算 

  平成２０年度西原町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

  平成２０年度西原町土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

  平成２０年度西原町介護保険特別会計歳入歳出決算 

  平成２０年度西原町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

  （附属書類） 

  平成２０年度西原町一般会計・特別会計歳入歳出決算事項別明細書 

  実質収支に関する調書・財産に関する調書 

 

第２ 審査の期間 

  平成２１年７月２７日～８月１４日（１５日間） 

 

第３ 審査の基本方針 

  この決算の審査に当たっては、歳入及び歳出が地方自治法第２条第１４項及び第１

５項の規定に基づいた財務事務の処理と財政運営がなされているかどうかを基本と

して、提出された決算書、関係書類等について、次のことに重点をおいて審査した。 

 （１）歳入歳出の決算書の計数は正確か。 

 （２）決算書の計数とその他の附属書類等の計数は一致するか。 

 （３）歳入の確保は適正になされているか。 

 （４）予算の執行はその目的に沿って適正になされているか。また、効率的に執行さ

れているか。 

 （５）財政運営は健全かつ効率的に行われているか。 
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第４ 審査の結果 

  平成２０年度の一般会計及び特別会計の歳入歳出の決算額は次表のとおりで、関係

書類の各種計数との照合、各種統計資料の計数分析、例月現金出納検査における会計

年度末の収支計算書の計数との照合を行う等により審査した。 

  その結果、決算書の計数は正確であると認められた。 

  また、予算の執行は概ね適正であると認められた。 

 

 

平成２０年度歳入歳出決算額 

（一般会計・特別会計） 

（単位：円）  

決  算  額 
会 計 別 予 算 現 額 

歳 入 歳 出 歳入歳出差引残額 

一般会計 9,940,220,500 9,136,204,304 8,870,495,055 265,709,249 

国 保 4,227,766,000 3,427,557,962 4,110,480,557 △682,922,595 

老 保 226,349,000 217,335,577 211,278,348 6,057,229 

下水道 735,399,100 731,674,866 728,441,481 3,233,385 

区 画 506,881,000 230,801,800 167,698,518 63,103,282 

介 護 1,446,162,000 1,446,166,295 1,372,986,054 73,180,241 

後 期 138,041,000 139,411,927 136,674,295 2,737,632 

特 
 

別 
 

会  
計 

計 7,280,598,100 6,192,948,427 6,727,559,253 △534,610,826 

合 計 17,220,818,600 15,329,152,731 15,598,054,308 △268,901,577 

 

 

 

 

 



 3 

第５  審査の概要及び意見 

 

１ 一般会計 

 

（１） 一般会計の収支  

 

  本年度の一般会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳入決算額は９，１

３６，２０４千円、歳出決算額は８，８７０，４９５千円で差引残額は２６５，７０

９千円となっている。 

  また、差引残額２６５，７０９千円のうち翌年度繰越財源額が４５，９８０千円で

実質収支額は２１９，７２９千円である。 

 

 

一般会計の歳入及び歳出決算額の状況 

（単位：千円） 

項   目 本 年 度 対前年度増減額 

歳 入 決 算 額 ９，１３６，２０４ △ ２６０，５９８ 

歳 出 決 算 額 ８，８７０，４９５ △ ２７０，６８７ 

差 引 残 額 

翌年度繰越財源 

実質収支額 

２６５，７０９ 

  ４５，９８０ 

２１９，７２９ 

― 

― 

― 

 

歳入決算額は、前年度より２６０，５９８千円、歳出決算額は前年度より２７０，

６８７千円それぞれ減少している。 

   （※ 金額の単位は千円とした。以下同じ） 

 

 

 

 

 



 4 

（２）  歳入決算額の状況  

① 歳入予算及び決算の状況 

（単位：千円、％） 

款 予算現額 調定額 収入金額 
不納欠

損額 

収入未済

額 

収入率

対予算 

収入率

対調定 

1 町税 3,088,334 3,432,758 3,130,120 28,962 274,606 101.4 91.2 

2 地方譲与税 95,021 105,793 105,793 0 0 111.3 100.0 

3 利子割交付金 9,702 9,210 9,210 0 0 94.9 100.0 

4 配当割交付金 1,870 1,820 1,820 0 0 97.3 100.0 

5 株式等譲渡所得割交付金 1,284 840 840 0 0 65.4 100.0 

6 地方消費税交付金 277,502 277,502 277,502 0 0 100.0 100.0 

7 ゴルフ場利用税交付金 25,415 25,648 25,648 0 0 100.9 100.0 

8 自動車取得税交付金 27,582 27,383 27,383 0 0 99.3 100.0 

9 地方特例交付金 39,660 39,660 39,660 0 0 100.0 100.0 

10 地方交付税 1,911,432 1,950,488 1,950,488 0 0 102.0 100.0 

11 交通安全対策特別交付金 4,400 3,936 3,936 0 0 89.5 100.0 

12 分担金及び負担金 183,571 194,413 183,640 0 10,774 100.0 94.5 

13 使用料及び手数料 113,543 122,506 116,433 0 6,073 102.5 95.0 

14 国庫支出金 2,137,987 1,552,921 1,338,036 0 214,885 62.6 86.2 

15 県支出金 750,936 721,723 707,991 0 13,732 94.3 98.1 

16 財産収入 3,998 4,766 4,766 0 0 119.2 100.0 

17 寄附金 4,554 4,800 4,800 0 0 105.4 100.0 

18 繰入金 112,678 105,673 105,673 0 0 93.8 100.0 

19 繰越金 255,619 255,619 255,619 0 0 100.0 100.0 

20 諸収入 400,133 498,835 399,346 0 99,488 99.8 80.1 

21 町債 495,000 447,500 447,500 0 0 90.4 100.0 

歳入合計 9,940,221 9,783,794 9,136,204 28,962 619,558 91.9 93.4 

前年度歳入合計 10,018,892 10,295,492 9,396,801 43,958 855,418 93.8 91.3 

※ 収入済額には還付未済額９３０千円を含む。 

予算現額は９，９４０，２２１千円、調定額は９，７８３，７９４千円、収入済

額は９，１３６，２０４千円、不納欠損額は２８，９６２千円及び収入未済額は６

１９，５５８千円になっている。 

   収入済額９，１３６，２０4 千円は予算現額９，９４０，２２１千円に対して９
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１．９％になっている。前年度は９３．８％であった。    

調定額９，７８３，７９４千円に対する収入済額９，１３６，２０４千円の割合

は９３．４％になっている。 

   調定額に満たない主なもの（収入未済額）は、町税の２７４，６０６千円、国庫

支出金の２１４，８８５千円等である。 

調定額は前年度より５１１，６９８千円、収入済額は２６０，５９７千円減少し

ている。 

   収入未済額は６１９，５５８千円で、その主なものは町税、負担金（保育料）、

使用料及び手数料（幼稚園）、諸収入（学校給食費）、国庫支出金である。 

 

 歳入決算額の前年度比較                （単位：千円、％） 

平成 20 年度 平成 19 年度 
款 

収入金額 構成比 収入金額 構成比 
増減額 

1 町税 3,130,120 34.3 3,080,454 32.8 49,666 

2 地方譲与税 105,793 1.2 99,383 1.1 6,410 

3 利子割交付金 9,210 0.1 9,121 0.1 89 

4 配当割交付金 1,820 0.0 8,222 0.1 △6,402 

5 株式等譲渡所得割交付金 840 0.0 2,302 0.0 △1,462 

6 地方消費税交付金 277,502 3.0 292,319 3.1 △14,817 

7 ゴルフ場利用税交付金 25,648 0.3 25,061 0.3 587 

8 自動車取得税交付金 27,383 0.3 28,152 0.3 △769 

9 地方特例交付金 39,660 0.4 26,290 0.3 13,370 

10 地方交付税 1,950,488 21.3 1,797,262 19.1 153,226 

11 交通安全対策特別交付金 3,936 0.0 4,379 0.0 △443 

12 分担金及び負担金 183,640 2.0 160,959 1.7 22,681 

13 使用料及び手数料 116,433 1.3 120,455 1.3 △4,022 

14 国庫支出金 1,338,036 14.6 1,358,840 14.5 △20,804 

15 県支出金 707,991 7.7 765,434 8.1 △57,443 

16 財産収入 4,766 0.1 107,217 1.1 △102,451 

17 寄附金 4,800 0.1 7,580 0.1 △2,780 

18 繰入金 105,673 1.2 437,180 4.7 △331,507 

19 繰越金 255,619 2.8 172,220 1.8 83,399 

20 諸収入 399,346 4.4 340,972 3.6 58,374 

21 町債 447,500 4.9 553,000 5.9 △105,500 

歳入合計 9,136,204 100.0 9,396,802 100.0 △260,598 
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② 主な款別収入済額の状況 

 

   款別の収入済額のうち主な項目の状況は次のとおりである。 

 

  ア 町 税 

    調定額は３，４３２，７５８千円、収入済額は３，１３０，１２０千円となっ

ており、その収入率は前年度の９０．０％より１．２ポイント上昇して９１．２％

になっている。 

   

 イ 地方譲与税 

    地方譲与税は１０５，７９３千円と前年度より６，４１０千円増加している。 

 

  ウ 地方特例交付金 

    地方特例交付金は３９，６６０千円と前年度より１３，３７０千円増加してい

る。 

エ 国庫支出金 

    国庫支出金の主な増減等は、次のとおりである。 

   収入済額は、１，３３８，０３６千円で収入率は８６．２％になっているが、こ

れは土木費の一部に翌年度繰越が生じたことによるものである。 

 

  オ 県支出金 

    県支出金の主な増減等は、次のとおりである 

収入済額は、７０７，９９１千円で収入率が９８．１％になっているが、これは

土木費の一部に翌年度繰越が生じたことによるものである。 

    

カ 諸収入 

    諸収入の主な増減等は、次のとおりである。 

    諸収入の主な金額は学校給食費負担金の１５９，４５５千円であるが、本年度

の増加額５８，３７４千円のうち主なものはマリンパーク事業収入の増加額４５，

２１２千円である。 
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③ 自主財源と依存財源の状況 

 

   自主財源と依存財源の状況は次の表のとおりである。 

（単位：千円、％） 

２０年度 １９年度 
区分 

金額 構成比 金額 構成比 
増減額 

地方税 3,130,120 34.3  3,080,454 32.8  49,666 

分担金及び負担金 183,640 2.0  125,369 1.3  58,271 

使用料 58,095 0.6  92,927 1.0  △34,832 

手数料 58,338 0.6  63,119 0.7  △4,781 

財産収入 4,766 0.1  107,217 1.1  △102,451 

寄附金 4,800 0.1  7,580 0.1  △2,780 

繰入金 105,673 1.2  437,180 4.7  △331,507 

繰越金 255,619 2.8  172,220 1.8  83,399 

諸収入 399,346 4.4  340,972 3.6  58,374 

自
主
財
源 

計 4,200,3974,200,3974,200,3974,200,397    46.0 46.0 46.0 46.0     4,427,0384,427,0384,427,0384,427,038    47.1 47.1 47.1 47.1     △△△△226,641226,641226,641226,641    

地方譲与税 105,793 1.2  99,383 1.1  6,410 

利子割交付金 9,210 0.1  9,121 0.1  89 

配当割交付金 1,820 0.0  8,222 0.1  △6,402 

株式等譲渡所得割交付金 840 0.0  2,302 0.0  △1,462 

地方消費税交付金 277,502 3.0  292,319 3.1  △14,817 

ゴルフ場利用税交付金 25,648 0.3  25,060 0.3  588 

自動車取得税交付金 27,383 0.3  28,152 0.3  △769 

地方特例交付金 39,660 0.4  26,290 0.3  13,370 

地方交付税 1,950,488 21.3  1,797,262 19.1  153,226 

交通安全対策特別交付金 3,936 0.0  4,379 0.0  △443 

国庫支出金 1,338,036 14.6  1,358,840 14.5  △20,804 

国有提供施設等所在市町村助成交

付金  
－ － － － － 

県支出金 707,991 7.7  765,434 8.1  △57,443 

地方債 447,500 4.9  553,000 5.9  △105,500 

（うち臨時財政対策費） 287,000 3.1  307,000 3.3  △20,000 

（うち減税補てん債） 0 0.0  0 0.0  0 

依
存
財
源 

計 4,935,8074,935,8074,935,8074,935,807    54.0 54.0 54.0 54.0     4,969,7644,969,7644,969,7644,969,764    52.9 52.9 52.9 52.9     △△△△33,95733,95733,95733,957    

合計合計合計合計    9,136,2049,136,2049,136,2049,136,204    100.0 100.0 100.0 100.0     9,396,8029,396,8029,396,8029,396,802    100.0 100.0 100.0 100.0     △△△△260,598260,598260,598260,598    

うち一般財源 5,568,464 60.9  5,368,565 57.1  199,899 
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ア 自主財源 

    自主財源は、前年度より２２６，６４１千円減少して４，２００，３９７千円

になっている。これは、主に繰入金、財産収入が減少したことによる。 

    自主財源の構成比は、４６．０％で前年度の４７．１％より１．１ポイント低

くなっている。 

 

  イ 依存財源 

    依存財源は、前年度より３３，９５７千円減少して４，９３５，８０７千円に

なっている。これは、主として地方消費税交付金、県支出金、地方債が減少した

ことによるものである。 

    依存財源の構成比は、５４．０％で前年度の５２．９％より１．１ポイント高

くなっている。 

 

（３） 町税等主な自主財源の収入状況 

①  町税の収入状況 

 

ア 税目別の収入金額の状況は、次の表のとおりである。 

     

    税目別の収入状況表             （単位：千円） 

 税 目 収入金額 増 減 額 

町
民
税 

個 人 

法 人 

計 

１，０７４，２２９ 

１８７，２０４ 

１，２６１，４３３ 

２６，４０２ 

△１１，２９８ 

１５，１０４ 

固定資産税 １，６１０，６８０ ３８，０３４ 

国有資産等交付金 ２９，５５８ △３，５５９ 

軽自動車税 ８７，１３７ ６，９４４ 

町たばこ税 １４１，３１２ △６，８５７ 

合 計 ３，１３０，１２０ ４９，６６６ 

    ※固定資産税の構成比 ２０年度５１．５％、１９年度５１．１％ 
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（ア） 町民税 

     町民税は、１，２６１，４３３千円で前年度より１５，１０４千円増加して

いる。 

    個人町民税は前年度に引き続き増加したが、法人町民税は滞納繰越分の徴収が

進まず前年度より減少している。 

なお、町民税の収入率は９４．０％で昨年の９３．０％より１ポイントアップ

している。滞納繰越分についての差押の実行など徴収事務の強化が成果としてあ

らわれている。 

 

（イ） 固定資産税 

     固定資産税は１，６１０，６８０千円で前年度より３８，０３４千円増加し

ている。固定資産税の収入率は前年度の８７．２％より１．３ポイント上昇し

８８．５％になっている（国有資産等交付金を除く。）。 

なお、固定資産税収入額は税収総額の５１．５％を占めている。 

 

（ウ） 国有資産等交付金 

     国有資産等交付金は２９，５５８千円で前年度より３，５５９千円減少して

いる。 

 

  （エ） 軽自動車税 

     軽自動車税は、８７，１３７千円で前年度より６，９４４千円増加している。 

 

 

  （オ） 町たばこ税 

     町たばこ税は１４１，３１２千円で前年度より６，８５７千円減少している。 

 

  イ 未納発生額の状況 

 

   現年度分の税目別の未納発生額の状況は、次の表のとおりである。 

（単位：千円） 

税目別 本年度 前年度 増減額 

町
民
税 

個人 

法人 

計 

２５，９８０ 

１，７４５ 

２７，７２５ 

３１，３１０ 

１，８１０ 

３３，１２０ 

△５，３３０ 

△６５ 

△５，３９５ 

固定資産税 ６４，４５８ ５３，２２３ １１，２３５ 

軽自動車税 ３，３６１ ４，４８１ △１，１２０ 

合計 ９５，５４４ ９０，８２４ ４，７２０ 
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   本年度の町税の未納発生額は９５，５４４千円で前年度より４，７２０千円増加

している。町民税は減少したものの固定資産税が前年度より１１，２３５千円増加

したことによる。 

 

  エ 本年度末の滞納繰越額の状況 

 

  本年度末の滞納残額は、次の表のとおりである。 

（単位：千円） 

年 度 現年度分 滞納繰越分 計 

２０ ９５，５４４ １７９，０６２ ２７４，６０６ 

１９ ９０，８２４ ２０７，７２７ ２９８，５５１ 

増 減 額 ４，７２０ △ ２８，６６５ △ ２３，９４５ 

   本年度末の滞納額は、２７４，６０６千円で前年度末の２９８，５５１千円より

２３，９４５千円減少している。本年度は不納欠損処分した金額が２８，９６２千

円ある。 

 

  オ 不納欠損処理の状況 

   不納欠損額の金額           （単位：千円） 

税目別 １５条の７ １８条 合 計 

個人町民税 

法人町民税 

固定資産税 

軽自動車税 

合  計 

１，２３０ 

－  

１７，１２６ 

１５０ 

１８，５０６ 

２，５９２ 

８９６ 

６，５１６ 

４５２ 

１０，４５６ 

３，８２２ 

８９６ 

２３，６４２ 

６０２ 

２８，９６２ 

前年度 ８，７７０ ３５，１８８ ４３，９５８ 

平成２０年度において処分された不納欠損額は２８，９６２千円である。 

   その根拠条文は、地方税法第１５条の７第５項の即時消滅と同法第１８条第１項

の時効の規定を適用した処理である。 

 

②  学校給食費の収入状況  

 ア 現年度分の収入状況 

   現年度分の学校給食費の収入状況等は、次の表のとおりである。 

（単位：千円、％） 

年 度 調定額 収入済額 収入率 未納発生額 

２０ 

１９ 

１６３，５８７ 

１６４，７０２ 

１５５，２７７ 

１５７，０１３ 

９４．９ 

９５．３ 

８，３１０ 

７，６８９ 

増減額 △ １，１１５ △１，７３６ △０．４ ６２１ 
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 収入率は９４．９％で前年度の収入率より０．４ポイント低くなっている。 

この結果、未納発生額は８，３１０千円となり、前年度より６２１千円増加して

いる。 

 

  イ 滞納繰越分の収入状況 

    滞納繰越分の収入額は４，１７８千円で前年度の４，０４６千円より増加して

いる。 

現年度分の未納額も８，３１０千円発生していることから、本年度においても

滞納繰越額は増加する結果になっている。 

 

ウ 本年度末の滞納額 

本年度末の滞納繰越額は９９，４１７千円で前年度より４，１３１千円増加し

ている。 

 

③ 保育料等の収入状況 

 

ア 保育園の保育料の収入状況 

    保育園（町立保育所及び認可保育園）の収入状況等は、次の表のとおりである。 

 

（ア） 現年度分の収入状況           

現年度分の収入状況等は次の表のとおりである。 

（単位：千円） 

年度 調定額 収入済額 収入未済額 

２０ 

１９ 

１８０，７２５ 

１５７，５６９ 

１７８，６５３ 

１５５，９３１ 

２，０７２ 

１，６３８ 

    ※ 還付未済額除く。 

収入未済額は、２，０７２千円で前年度より増加している。 

 

（イ）滞納繰越分の収入状況              

滞納繰越額の収入状況は、次の表のとおりである。 

 

（単位：千円） 

年度 調定額 収入済額 収入未済額 

２０ 

１９ 

８，０１９ 

７，５１１ 

１，０１１ 

１，１３０ 

７，００８ 

６，３８１ 

 

   （ウ）本年度末の滞納繰越額 

（ア）＋（イ）から年度末の滞納繰越額は９，０８０千円になっている。 
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イ 幼稚園の保育料等の収入状況 

  

（ア）現年度分の収入状況 

保育料、預かり保育料及び入園料の現年度分の収入状況等は次の表のとおり

である。 

                      （単位：千円） 

区分 調定額 収入済額 収入未済額 

保育料 

預かり保育料 

入園料 

合 計 

１７，４０９ 

１０，６６４ 

１，４８０ 

２９，５５３ 

１７，０７７ 

１０，６４４ 

１，４６５ 

２９，１８６ 

３３２ 

２０ 

１５ 

３６７ 

前年度 ３１，３５８ ３０，８８２ ４７６ 

 

調定額、収入額ともに前年度より増加しており、収入未済額は３６７千円で

前年度４７６千円より減少している。 

 

（イ） 滞納繰越分の収入状況 

滞納繰越額の収入状況は、次の表のとおりである。 

                      （単位：千円） 

区分 滞納繰越額 収入済額 年度末滞納繰越額 

保育料 

預かり保育料 

入園料 

 

４，５０９ 

３３１ 

１８５ 

 

２０２ 

５０ 

１０ 

４，３０７ 

２８１ 

１７５ 

計 ５，０２５ ２６２ ４，７６３ 

前年度 ４，８２２ ２７４ ４，５４８ 

 

（ウ）本年度末の滞納繰越額 

本年度末の滞納繰越額は次の表のとおりになっている。 

                      （単位：千円） 

区分 現年度分 滞納繰越額 計 

保育料 

預かり保育料 

入園料 

３３２ 

２０ 

１５ 

４，３０７ 

２８１ 

１７５ 

４，６３９ 

３０１ 

１９０ 

計 ３６７ ４，７６３ ５，１３０ 
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④ 項目別滞納額の一覧 

本年度末の滞納額の現年度分の未納及び滞納繰越分の状況を一覧にすると、次の

表のとおりである。 

（単位：千円） 

項  目 現年度発生額 滞納繰越額 合 計 額 

町  税 ９５，５４４ １７９，０６２ ２７４，６０６ 

負担金 

 児童福祉(保育園) 

 

２，０７２ 

 

７，００８ 

 

９，０８０ 

 身体障害者施設 ―     ８７１    ８７１ 

 老人福祉施設 ― 

 

    ８２３ 

 

   ８２３ 

 

計 ２，０７２ ８，７０２ １０，７７４ 

使用料 

 住宅 

 幼稚園 

   計 

 

― 

３５２ 

３５２ 

 

    ９４３ 

４，５８８ 

５，５３１ 

 

    ９４３ 

４，９４０ 

５，８８３ 

手数料 

 幼稚園入園費 

 

１５ 

 

１７５ 

 

１９０ 

諸収入 

 学校給食費 

 雑  入 

   計 

 

８，３１０ 

７１ 

８，３８１ 

 

９１，１０７ 

― 

９１，１０７ 

 

９９，４１７ 

７１ 

９９，４８８ 

合  計 １０６，３６４ ２８４，５７７ ３９０，９４１ 

前年度 １００，６４４ ３０８，８００ ４０９，４４４ 

増減額 ５，７２０ △２４，２２３ △１８，５０３ 

 

本年度は、町税の９５，５４４千円他総額で１０６，３６４千円の新たな収入未

済額が発生している。 

収入未済額は、前年度の１００，６４４千円よりさらに５，７２０千円多くなっ

ている。２０年度末における滞納額は、３９０，９４１千円となっている。 

滞納繰越額が減少した原因は、町税で本年度２８，９６２千円の不能欠損処分を

行ったからである。 
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（４）歳出決算額の状況 
一般会計の本年度歳出決算状況及び歳出決算額の前年度比較は次のとおりである。 
款別歳出予算及び決算の状況     

款 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

 １ 議会費 122,348 121,951 0 397 99.7 

 ２ 総務費 1,792,569 1,220,128 547,665 24,776 68.1 

 ３ 民生費 2,899,830 2,840,368 28,022 31,440 97.9 

 ４ 衛生費 453,183 445,273 0 7,910 98.3 

 ５ 労働費 17,221 17,221 0 0 100.0 

 ６ 農林水産業費 91,080 82,794 6,100 2,186 90.9 

 ７ 商工費 9,763 9,754 0 9 99.9 

 ８ 土木費 1,388,216 1,040,203 306,048 41,964 74.9 

 ９ 消防費 419,782 419,782 0 0 100.0 

１０ 教育費 1,680,768 1,651,422 0 29,346 98.3 

１１ 災害復旧費 3,012 3,000 0 12 99.6 

１２ 公債費 1,018,668 1,018,599 0 69 100.0 

１３ 諸支出金 1 0 0 1 0.0 

１４ 予備費 43,780 0 0 43,780 0.0 

歳出合計 9,940,221 8,870,495 887,835 181,890 89.2 

前年度歳出合計 10,018,892 9,141,182 679,806 197,903 91.2 

      

款別歳出決算額の前年度比較     

平成２０年度 平成１９年度   
款 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 

 １ 議会費 121,951 1.4 121,127 1.3 824 

 ２ 総務費 1,220,128 13.8 1,408,752 15.4 △188,624 

 ３ 民生費 2,840,368 32.0 2,593,657 28.4 246,711 

 ４ 衛生費 445,273 5.0 542,804 5.9 △97,531 

 ５ 労働費 17,221 0.2 13,327 0.2 3,894 

 ６ 農林水産業費 82,794 0.9 94,704 1.1 △11,910 

 ７ 商工費 9,754 0.1 10,426 0.1 △672 

 ８ 土木費 1,040,203 11.7 1,364,407 14.9 △324,204 

 ９ 消防費 419,782 4.8 423,464 4.6 △3,682 

１０ 教育費 1,651,422 18.6 1,593,338 17.4 58,084 

１１ 災害復旧費 3,000 0.0 0 0.0 3,000 

１２ 公債費 1,018,599 11.5 975,176 10.7 43,423 

１３ 諸支出金 0 0.0 0 0.0 0 

１４ 予備費 0 0.0 0 0.0 0 

歳出合計 8,870,495 100.0 9,141,182 100.0 △270,687 
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歳出決算額は上記表のとおり、予算現額は９，９４０，２２１千円、支出済額は

８，８７０，４９５千円、翌年度繰越額は８８７，８３５千円及び不用額は１８１，

８９０千円になっている。 

支出済額８，８７０，４９５千円は予算現額９，９４０，２２１千円に対して執

行率は８９．２％である。前年度は９１．２％である。 

支出済額は、前年度より２７０，６８７千円減少している。 

総務費と衛生費は減少しているが、民生費が大きく増加している。 

なお、翌年度繰越額は前年度より増加したが、不用額は前年度より減少している。 

 

 ① 主な款別支出済額の状況 

 

款別の支出済額のうち主な支出済額等の状況は、次のとおりである。 

 

  ア 総務費   

                            （単位：千円） 

項 目 ２０年度 １９年度 増減額 

総務管理費 

徴税費 

戸籍住民基本台帳費 

選挙費 

その他 

974,534 

161,263 

65,373 

14,499 

4,459 

1,184,941 

136,414 

67,724 

15,366 

4,307 

△210,407 

24,849 

△2,351 

△867 

152 

計 1,220,128 1,408,752 △188,624 

 

（ア）総務管理費 

総務管理費は９７４，５３４千円で前年度より２１０，４０７千円減少してい

る。主な内訳は一般管理費の２７，８５２千円の減少のほか、財政調整基金費が

６３，９９９千円、庁舎建設基金費が１０２，２０９千円減少している。 

 

 

  （イ）徴税費 

償還金、利子および割引料が２７，６２５千円増加している。 
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イ 民生費 

（単位：千円） 

項 目 ２０年度 １９年度 増減額 

社会福祉費 

児童福祉費 

その他 

1,540,104 

1,300,194 

70 

1,377,400 

1,216,187 

70 

162,704 

84,007 

0 

計 2,840,368 2,593,657 246,711 

 

（ア）社会福祉費 

社会福祉費は、１，５４０，１０４千円で前年度より１６２，７０４千円増加

している。主な増加項目は次のとおりである。 

 

㋐ 負担金、補助及び交付金 

後期高齢者医療事業へ１６６，５８８千円（前年度は１２，４１５千円）

の支出により、１５４，１７３千円増加している。 

㋑ 繰出金 

社会福祉総務費から国民健康保険特別会計へ３７３，５４４千円、介護保

険費から介護保険特別会計へ２８４，８６１千円、老人保健費から老人保健

特別会計へ２１，４２６千円、後期高齢者医療費から後期高齢者医療特別会

計へ５５，３４２千円の繰出しが行われて、他会計への操出し合計が７３５，

１３３千円になっている。 

 

  （イ）児童福祉費 

児童福祉費は、１，３００，１９４千円で前年度より８４，００７千円増加し

ている。 

同福祉費のうち児童措置費は、１，０２４，３２８千円で前年度より８６，８

９５千円増加している。 

 

  ウ 衛生費 

（単位：千円） 

項 目 ２０年度 １９年度 増減額 

保健衛生費 

清 掃 費 

170,563 

274,709 

203,541 

339,262 

△32,978 

△64,553 

計 445,272 542,803 △97,531 

 

   （ア）保健衛生費 

     保健衛生費は１７０，５６３千円で前年度より３２，９７８千円減少してい
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る。 

保健衛生総務費の給料等人件費が減少したこと等によるものである。 

予防費の委託料が、前年度より１２，８４７千円減少して５３，６２５千円

になっている。 

（イ）清掃費 

清掃費は、２７４，７０９千円で前年度より６４，５５３千円減少している。 

そのうち、塵芥処理費では東部清掃施設組合負担金が１５２，９１１千円で前

年度より７０，４６０千円減少している。 

また、最終処分場建設負担金として南部広域行政組合への支出が９，５８８

千円（前年度１２，０６７千円）となっている。 

 

エ 農林水産業費 

（単位：千円） 

項 別 ２０年度 １９年度 増減額 

農 業 費 

林 業 費 

水産業費 

78,378 

1,689 

2,727 

90,023 

2,469 

2,212 

△11,645 

△780 

515 

計 82,794 94,704 △11,910 

 

(ア)  農業費 

農業費は７８，３７８千円で前年度より１１，６４５千円減少している。これ

は、人事異動や職員減少により人件費が減少したためである。 

 

 オ 土木費 

（単位：千円） 

項 別 ２０年度 １９年度 増減額 

土木管理費 

道路橋梁費 

都市計画費 

その他 

42,955 

574,997 

414,866 

7,385 

42,699 

785,318 

529,164 

7,226 

256 

△210,321 

△144,298 

159 

計 1,040,203 1,364,407 △324,204 

 

 (ア) 道路橋梁費 

道路橋梁費は、５７４，９９７千円で前年度より２１０，３２１千円減少し

ている。 

そのうち、主な事業である道路新設改良費は５４３，７２８千円で前年度よ

り１９５，７７０千円減少している。 

道路新設改良費の主な事業は、次のとおりである。 
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     小那覇８号線道路整備事業       ６７，８５５千円 

     小那覇マリンタウン線道路整備事業   ８２，９６７千円 

        同   繰越分        １６７，４８５千円 

     兼久・仲伊保線道路整備事業(繰越分)   ５０，９７７千円 

（イ）都市計画費 

都市計画費は、４１４，８６６千円で前年度より１１４，２９８千円減少し

ている。これは公園として前年には東崎都市緑地整備事業（１１８、３５３円）

への支出があったためである。 

その他土地区画整理事業特別会計への操出金が４９，９４４千円で前年度よ

り１１，６９８千円増加、下水道事業特別会計への操出金が１２６，０００千

円で前年度より９，０００千円減少している。 

マリンパーク事業費１１６，７５０千円（前年度は１０７，９０１千円）の

支出が行われている。 

 

 カ 教育費 

（単位：千円） 

項 別 ２０年度 １９年度 増減額 

教育総務費 

小学校費 

中学校費 

幼稚園費 

社会教育費 

保健体育費 

164,845 

729,925 

104,916 

108,040 

155,088 

388,608 

172,954 

621,191 

104,232 

111,844 

157,518 

425,598 

△8,109 

108,734 

684 

△3,804 

△2,430 

△36,990 

計 1,651,422 1,593,337 58,085 

 

（ア）教育総務費 

教育総務費の減少の主な原因は、負担金、補助及び交付金の減少による。 

 

   （イ）小学校費 

小学校費は、７２９，９２５千円で前年度より１０８，７３４千円増加して

いる。 

主に学校建設費５７７，７９５千円(前年度４６６，７０６千円)によるも

のである。 

 

    (ウ) 保健体育費 

保健体育費は、３８８，６０８千円で前年度より３６，９９０千円減少して

いる。 

これは、前年度に町民体育館修繕等整備事業（事業費４４，７４２千円）が

行われたためである。 
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 ② 性質別歳出決算額の状況 

   （出納会計ベースによる） 

（単位：千円、％） 

区 分 20 年度 構成比 19 年度 構成比 増減額 

人件費 

扶助費 

公債費 

1,756,848 

1,493,395 

1,018,599 

19.8 

16.8 

11.5 

1,851,878 

1,378,486 

975,176 

20.3 

15.1 

10.7 

△95,030 

114,909 

43,423 

義
務
的
経
費 

計 4,268,842 48.1 4,205,540 46.0 63,302 

補助事業 

単独事業 

728,892 

535,916 

8.2 

6.1 

798,722 

721,018 

8.7 

7.9 

△69,830 

△185,102 

投
資
的
経
費 計 1,264,808 14.3 1,519,740 16.6 △254,932 

物件費 

補助費等 

積立金 

操出金 

その他 

1,147,093 

900,540 

228,338 

1,032,608 

28,266 

12.9 

10.2 

2.6 

11.6 

0.3 

1,122,484 

999,274 

395,020 

872,756 

26,368 

12.3 

10.9 

4.3 

9.5 

0.4 

24,609 

△98,734 

△166,682 

159,852 

1,898 

そ
の
他
の
経
費 

計 3,336,845 37.6 3,415,902 37.4 △79,057 

合 計 8,870,495 100.0 9,141,182 100.0 △270,687 

 

  ア 義務的経費 

人件費は、９５，０３０千円減少しているが、扶助費が１１４，９０９千円増加

したことにより義務的経費は合計では増加している。 

また、人件費の構成比は１９．８％で前年度より減少しているが、扶助費の構成

比は１６．８％で前年度より増加している。 

なお、扶助費の推移は次の表のとおりである。 

 

 

 

 参考計表 

 年度 義務的経費 左の内 扶助費 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

３，８６１，４１１ 

４，０８４，３１９ 

４，２０５，５４０ 

４，２６８，８４２ 

１，１５６，２１６ 

１，２６７，５６１ 

１，３７８，４８６ 

１，４９３，３９５ 
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  イ 投資的経費 

単独事業、補助事業ともに前年度より減少している。 

また、構成比も１４．３％と前年度より減少している。 

 

  ウ その他の経費 

物件費は、１，１４７，０９３千円で前年度より２４，６０９千円増加している。 

 

  エ 補助費等 

補助費等のうち負担金としての主な支出は、次の表のとおりである。 

 

（単位：千円） 

東部消防組合 

東部清掃施設組合 

南部広域行政組合 

４１９，７８２  

１５２，９１１  

９，５８８  

 

 

（５） 人件費の状況 

 

 ① 人件費の状況 

 

   会計ベースによる人件費は、次のとおりである。 

人件費の内訳                （単位：千円） 

区分 ２０年度 １９年度 増減額 

報 酬 

給 料 

手 当 

共済費 

２７３，８４３ 

７４５，８１１ 

 ５９７，８１６ 

２４９，７９１ 

２７９，２３６ 

７９１，０８３ 

６５２，７６５ 

２５９，０７１ 

△５，３９３ 

△４５，２７２ 

△５４，９４９ 

△９，２８０ 

合 計 １，８６７，２６１ １，９８２，１５５ △１１４，８９４ 

 

一般会計の歳出総額８，８７０，４９５千円のうち報酬、給料等の人件費を節別

集計表でみると次のとおりになっている。 

   人件費（報酬、給料、職員手当及び共済費）は１，８６７，２６１千円で前年度

より１１４，８９４千円減少している。 
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 ② 職員手当の状況 

一般会計の５９７，８１６千円の手当別の内訳は、次のとおりである。 

 

 手当別内訳                 （単位：千円） 

職員手当 ２０年度 １９年度 増減額 

期 末 手 当 

時間外勤務手当等 

扶 養 手 当 

住 居 手 当 

通 勤 手 当 

退 職 手 当 

児 童 手 当 

管 理 職 手 当 

３１７，４３２ 

２５，９７５ 

３１，４１６ 

１１，８９５ 

７，２３７ 

１８７，８００ 

７，６４０ 

７，７１６ 

３３９，１６１ 

２７，７５６ 

３３，４２７ 

１２，９１９ 

８，０３７ 

２１３，５５７ 

８，０５０ 

８，０４３ 

△２１，７２９ 

△１，７８１ 

△２，０１１ 

△１，０２４ 

△８００ 

△２５，７５７ 

△４１０ 

△３２７ 

そ の 他 の 手 当 ７０５ １，８１３ △１，１０８ 

合 計 ５９７，８１６ ６５２，７６３ △５４，９４７ 

※ 期末手当には常勤特別職（４人）及び議員の期末手当を含む。 

 ※ 時間外勤務手当等は時間外勤務手当及び休日勤務手当の合計である。 

手当別では、すべての手当の金額が減少している。 

 

 

（６） 需用費の状況 

 

   需用費の主なものは、次の表のとおりである。 

     主な需用費の状況              （単位：千円） 

区 分 ２０年度 １９年度 増減額 

光熱水費 

消耗品費 

印 刷 費 

燃 料 費 

１３３，２１８ 

４５，９６２ 

３１，９８３ 

１２，３２９ 

１２３，４３８ 

５２，５２３ 

３２，４４５ 

１０，９８０ 

９，７８０ 

△６，５６１ 

△４６２ 

１，３４９ 

 ※ 学校給食費の賄材料費を除く。 

 

 

 ① 光熱水費 

光熱水費は、１３３，２１８千円で前年度より９，７８０千円増加している。 
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その増加額は、マリンパーク事業の光熱水費が７，７９３千円（土木費）になっ

ていることが一要因である。 

 

     光熱水費の推移               （単位：千円） 

年度 支出総額 増減額 左の内教育費関係 増減額 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

１０７，０１５ 

１１５，９２７ 

１１７，８５２ 

１２３，４３８ 

１３３，２１８ 

５，３７５ 

８，９１２ 

１，９２５ 

５，５８６ 

９，７８０ 

７７，７６７ 

８５，２８２ 

８５，５０９ 

８３，４９７ 

８７，８４５ 

３，６４０ 

７，５１５ 

２２７ 

△２，０１２ 

４，３４８ 

光熱水費は、平成１６年度以降ほぼ毎年増加の一途を辿っている。 

  

② 消耗品 

 

消耗品は、４５，９６２千円で前年度より６，５６１千円減少している。 

 

 

（７） 翌年度繰越額の状況 

 翌年度繰越額（繰越明許費）は８８７，８３５千円で、内訳は次の表のとおりで

ある。 

 

（単位：千円） 

予算項目 翌年度繰越額 

総務費（総務管理費） 

民生費（児童福祉費） 

農林水産業費（農業費） 

土木費（道路橋梁費） 

 同 （都市計画費） 

合 計 

５４７，６６５ 

２８，０２２ 

６，１００ 

２１３，０６３ 

９２，９８５ 

８８７，８３５ 

 

総務費の５４７，６６５千円は定額給付金給付事業によるものである。 

土木費の２１３，０６３千円（道路橋梁費）は兼久・仲伊保線道路整備事業他３

事業の繰越によるものである。 
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（８） マリンパーク事業 

   マリンパーク事業の収支状況は、次の表のとおりである。 

   (単位：千円） 

区   分 ２０年度 １９年度 

施設使用料 14,241 7,844 

その他 0 10,111 収入 

収入合計 14,241 17,955 

人件費 16,077 15,038 

事務費 5,824 6,081 

管理費 32,694 40,649 
支出 

支出合計 54,596 61,769 

管
理
業
務 

収 支 差 額 △40,355 △43,814 

使用料収入 8,077 3,021 

販売収入 94,512 62,269 

その他収入 1,516 0 
収入 

収入合計 104,105 65,290 

人件費 4,659 3,215 

事務費 1,270 1,428 

販売事業費 54,511 37,271 

管理費 1,712 4,218 

支出 

支出合計 62,153 46,132 

自
主
事
業 

収 支 差 額 41,951 19,158 

管理事業・自主事業合計 1,596 △24,656 

 

 本年度は、自主事業の収支が４１，９５１千円あり、管理業務との合計でも 

１， ５９６千円の収入超過となっている。 
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２ 特別会計 

（１） 国民健康保険特別会計 

   本年度の国民健康保険特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳入

決算額は３，４２７，５５８千円、歳出決算額は４，１１０，４８１千円、差引残

額は△６８２，９２３千円となっている。 

なお、残額不足は翌年度歳入繰上充用になっている。 

 

国民健康保険特別会計の歳入及び歳出決算額の状況 

（単位：千円） 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額  ３，４２７，５５８  △３７，７５３ 

歳出決算額  ４，１１０，４８１ ２８５，８９０ 

差引残額 △６８２，９２３ ― 

 

① 歳入予算及び決算の状況 

 

国民健康保険特別会計歳入状況                （単位：千円、％） 

款 区分 予算現額 調定額 収入済額 
不納欠損

額 
収入未済額 

収入率

対予算 

収入率

対調定 

1 国民健康保険税 625,231 838,653 630,559 8,511 201,191 100.9 75.2 

2 一部負担金 2 0 0 0 0 0.0 ― 

3 使用料及び手数料 800 750 750 0 0 93.8 100.0 

4 国庫支出金 1,816,971 1,373,727 1,373,727 0 0 75.6 100.0 

5 療養給付等交付金 154,303 154,296 148509 0 5,787 96.2 96.2 

6 前期高齢者給付金 147,945 147,945 147,945 0 0 100.0 100.0 

7 県支出金 184,571 186,622 186,622 0 0 101.1 100.0 

8 連合会支出金 1 0 0 0 0 0.0 ― 

9 共同事業交付金 561,554 561,556 561,556 0 0 100.0 100.0 

10 財産収入 1 0 0 0 0 0.0 ― 

11 繰入金 373,545 373,544 373,544 0 0 100.0 100.0 

12 繰越金 2 0 0 0 0 0.0 ― 

13 諸収入 362,840 4,346 4,346 0 0 1.2 100.0 

歳 入 合 計 4,227,766 3,641,439 3,427,558 8,511 206,978 81.1 94.1 

歳入合計（前年度） 3,870,203 3,670,098 3,465,311 19,176 189,209 89.5 94.4 
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歳入決算額の前年度比較        （単位：千円） 

項  目 ２０年度 １９年度 増 額 

健康保険税 

国庫支出金 

療養給付費等交付金 

前期高齢者交付金 

県支出金 

共同事業交付金 

繰入金 

その他 

630,559 

1,373,727 

148,509 

147,945 

186,622 

561,556 

373,544 

5,096 

730,981 

1,327,111 

458,855 

－  

177,595 

457,037 

307,677 

6,055 

△100,422 

46,616 

△310,346 

147,945 

9,027 

104,519 

65,867 

△959 

計 3,427,558 3,465,311 △37,753 

 

 ア 国民健康保険税の収入状況は、次の表のとおりである。 

    

（ア）現年度分 

（単位：千円） 

年度 調定額 収入済額 収入率 収入未済額 

２０ 

１９ 

651,141 

747,777 

603,149 

702,686 

92.6 

94.0 

49,465 

48,356 

収入済額には、還付未済額を含む。 

収入未済額は、４９，４６５千円で前年度より１，１０９千円増加している。 

 

（イ）滞納繰越分 

滞納繰越額１８７，５１３千円のうち収入済額は２７，４１０千円で前年度

より８８５千円減少している。また、不納欠損額は８，５１１千円（前年度１

９，１７６千円）になっている。 

 

   （ウ）本年度末の滞納繰越額 

本年度末の滞納繰越額は、次の表のとおりである。 

 

（単位：千円） 

区 分 滞 納 額 

現年度分 

滞納繰越分 

計 

４９，４６５ 

１５１，７２６ 

２０１，１９１ 

前年度末 １８９，２１０ 

 



 26 

② 歳出決算額 

歳出決算額は、次の表のとおりである。 

 

歳出決算額の前年度比較            （単位：千円） 

項  目 ２０年度 １９年度 増減額 

総務費 

保険給付費 

老人保健拠出金 

前期高齢者納付金等 

後期高齢者支援金等 

介護納付金 

共同事業拠出金 

保健事業費 

諸支出金 

繰上充用金 

その他 

141,462 

2,280,378 

149,101 

603 

447,645 

187,302 

512,245 

26,013 

5,772 

359,280 

680 

109,123 

2,162,211 

677,714 

－  

－  

189,149 

468,123 

3,506 

39,470 

174,268 

1,027 

32,339 

118,167 

△528,613 

603 

447,645 

△1,847 

44,122 

22,507 

△33,698 

185,012 

△347 

     計 4,110,481 3,824,591 285,890 

 

保険給付金は、２，２８０，３７８千円で前年度より１１８，１６７千円増加し

ている。 

繰上充用金は３５９，２８０千円となり前年度より１８５，０１２千円増加して

いる。 

 

 

（２） 老人保健特別会計 

 

本年度の老人保健特別会計決算額の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳

入決算額２１７，３３６千円、歳出決算額２１１，２７８千円、差引残額６，０５

８千円となっている。 

 

老人保健特別会計の歳入及び歳出決算額の状況  （単位：千円） 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額 ２１７，３３６ △１，７２４，０３１ 

歳出決算額 ２１１，２７８ △１，７５９，７５９ 

差引残額 ６，０５８ ― 
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老人保健特別会計の歳入及び歳出決算額の状況         （単位：千円、％） 

款 区分 予算現額 調定額 収入金額 不納欠損額 収入未済額 
収入率

対予算 

収入率

対調定 

1 支払基金交付金 93,196 93,992 93,992 0 0 100.9 100.0 

2 国庫支出金 61,718 51,908 51,908 0 0 84.1 100.0 

3 県支出金 15,429 15,156 15,156 0 0 98.2 100.0 

4 繰入金 21,426 21,426 21,426 0 0 100.0 100.0 

5 繰越金 1 0 0 0 0 0.0 0.0 

6 諸収入 34,579 34,854 34,854 0 0 100.8 100.0 

歳入合計 226,349 217,336 217,336 0 0 96.0 100.0 

 

後期高齢者医療制度が平成２０年度より実施されることになった。 

 

 

 

 

 

（３） 公共下水道事業特別会計 

 

本年度の公共下水道事業特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳

入決算額は７３１，６７５千円、歳出決算額７２８，４４１千円、差引残額３，２

３４千円となっている。 

 

公共下水道事業特別会計の歳入及び歳出決算額の状況 

（単位：千円） 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額 ７３１，６７５ １０，０４２ 

歳出決算額 ７２８，４４１ １１，１３８ 

差引残額 ３，２３４ ― 
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歳入決算額は次の表のとおりである。 

歳入決算額の前年度比較            （単位：千円） 

 

使用料は、水洗化等の増加に伴い増加している。収入未済額が２，０６４千円

となり前年の１１６千円より増加している。 

町債は、下水道事業債として１９０，７００千円、中城湾南部流域下水道建設

負担金債として６０，５００千円である。 

歳出決算額７２８，４４１千円のうち主な支出は、下水道整備費５６５，８８

３千円、公債費１３０，８１７千円（元金７２，８５８千円、利子５７，９５９

千円）である。 

下水道整備事業費は、前年度より１７，１１６千円減少している。 

使用可能世帯数（２５７５世帯）に対する使用世帯数（１０７８世帯）の割合は

４１．８％になり、前年度の３４．４％より向上している。 

 

   町債の各年度末の金額の推移は、次のとおりである。 

（単位：千円） 

年度末 町債金額 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２，３９２，９４５ 

２，６４０，７９４ 

２，８８３，７７９ 

３，０４５，１００ 

３，２５９，７４１ 

３，４３８，０８４ 

 

町債金額は本年度は元金償還が７２，８５７千円あったが、起債額が２５１，２

００千円あり、前年度より１７８，３４３千円増加して３，４３８，０８４千円と

なっている。 

 

 

 

項  目 ２０年度 １９年度 増減額 

使 用 料 

手 数 料 

国庫支出金 

繰 入 金 

諸 収 入 

町   債 

繰 越 金 等 

５２，６２９ 

２９３ 

２８６，２３１ 

１２６，０００ 

１０，９９２ 

２５１，２００ 

４，３３０ 

４０，６５７ 

２１３ 

２６１，５０９ 

１３５，０００ 

９，１６８ 

２７１，６００ 

３，４８６ 

１１，９７２ 

８０ 

２４，７２２ 

△９，０００ 

１，８２４ 

△２０，４００ 

８４４ 

計 ７３１，６７５ ７２１，６３３ １０，０４２ 
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（４） 土地区画整理事業特別会計 

 

本年度の土地区画整理事業特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、

歳入決算額は２３０，８０２千円、歳出決算額は１６７，６９９千円、差引残額は

６３，１０３千円となっている。 

 

土地区画整理事業特別会計歳入及び歳出決算額の状況 

（単位：千円） 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額 ２３０，８０２ ９，３６５ 

歳出決算額 １６７，６９９ △４０，９８５ 

差引残額 ６３，１０３ ― 

 

歳入決算額の主なものは、国庫支出金の１１１，９５１千円、保留地処分金の５

５，８７３千円、繰入金４９，９４４千円である。 

国庫支出金は、西地区の土地区画整理事業費の財源である。 

歳出決算額は、上原棚原土地区画整理事業費で１３，０１１千円、西原西地区土

地区画整理事業費が１５４，８６７千円である。 

 

 

 

（５） 介護保険特別会計 

 

   本年度の介護保険特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりである。 

歳入決算額は、１，４４６，１６６千円、歳出決算額は１，３７２，９８６千円、

差引残額は７３，１８０千円となっている。 

 

介護保険特別会計の歳入及び歳出決算額の状況 

（単位：千円） 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額 １，４４６，１６６ ９９，６３１ 

歳出決算額 １，３７２，９８６ １０５，１２６ 

差引残額 ７３，１８０ ― 
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① 歳入予算及び決算の状況 

  歳入決算額は、次の表のとおりである。 

款 区分 予算現額 調定額 収入金額 
不納欠

損額 

収入未済

額 

収入率

対予算 

収入率

対調定 

1 保険料 262,725 294,424 265,725 8,652 20,765 101.1 90.3 

2 使用料及び手数料 57 94 94 0 0 164.9 100.0 

3 国庫支出金 278,874 275,474 275,474 0 0 98.8 100.0 

4 支払基金交付金 351,434 351,432 351,432 0 0 100.0 100.0 

5 県支出金 174,298 174,296 174296 0 0 100.0 100.0 

6 財産収入 1 6 6 0 0 600.0 100.0 

7 繰入金 300,020 300,021 300,021 0 0 100.0 100.0 

8 繰越金 78,679 78,675 78,675 0 0 100.0 100.0 

9 諸収入 73 443 443 0 0 606.8 100.0 

10 町債 1 0 0 0 0 0.0 0.0 

歳入合計 1,446,162 1,474,865 1,446,166 8,652 20,765 100.0 98.1 

前年歳入合計 1,349,561 1,372,981 1,346,534 7,834 19,309 99.8 98.1 

 

 

 歳入決算の前期比較     

平成２０年度 平成１９年度 
款 区分 

収入金額 構成比 収入金額 構成比 
増減額 

1 保険料 265,725 18.4 258,970 19.2 6,755 

2 使用料及び手数料 94 0.0 119 0.0 △25 

3 国庫支出金 275,474 19.0 256,946 19.1 18,528 

4 支払基金交付金 351,432 24.3 315,097 23.4 36,335 

5 県支出金 174296 12.1 175036 13.0 △740 

6 財産収入 6 0.0 6 0.0 0 

7 繰入金 300,021 20.7 247,395 18.4 52,626 

8 繰越金 78,675 5.4 92,562 6.9 △13,887 

9 諸収入 443 0.0 404 0.0 39 

10 町債 0 0.0 0 0.0 0 

歳入合計 1,446,166 100.0 1,346,535 100.0 99,631 



 31 

 

ア 介護保険料の収入状況 

収入未済額２０，７６５千円のうち１１，７４３千円は現年度分であり、９，

０２２千円が滞納繰越分である。本年度末の収入未済額は前年度（１９，３０９

千円）より増加している。 

また、不納欠損額は８，６５１千円（前年度７，８３４千円）である。 

特別徴収分は毎年度全額徴収されるので、収入未済額は普通徴収分から発生して

いることになる。収入未済額から不能欠損処分された結果、現年度調定額のうち

２０％近い金額が徴収されない状況になっている。 

（単位：千円） 

年度 
現年度分調定額 

（普通徴収分のみ） 
不納欠損額 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

４８，７２８ 

５０，５４１ 

４５，８３２ 

４３，６８２ 

６，７７２ 

７，２２３ 

７，８３５ 

８，６５１ 

 

 

② 歳出決算額は、次のとおりである。 

   歳出決算額の内訳            （単位：千円） 

項  目 ２０年度 １９年度 増減額 

総務費 

保険給付費 

地域支援事業 

基金積立金 

その他 

92,258 

1,101,189 

64,876 

48,161 

66,502 

73,172 

1,012,421 

70,202 

33,102 

78,963 

19,086 

88,768 

△5,326 

15,059 

△12,461 

計 1,372,986 1,267,860 105,126 

 

 

（６）後期高齢者医療特別会計 

 

本年度の後期高齢者医療特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりである。 

歳入決算額は１３９，４１１千円、歳出決算額は１３６，６７４，千円、差引残額は

２，７３７千円となっている。 
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後期高齢者医療特別会計の歳入及び歳出決算額の状況  (単位：千円) 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額 １３９，４１１ － 

歳出決算額 １３６，６７４ － 

差引残額 ２，７３７ ― 

 

 

① 歳入予算及び決算の状況               （単位：千円、％） 

款 区分 予算現額 調定額 
収入金

額 

不納欠

損額 

収入未

済額 

収入率

対予算 

収入率

対調定 

1 
後期高齢者医療

保険料 
82,677 84,590 83,749 0 1,357 101.3 99.0 

2 使用料及び手数料 2 67 67 0 0 3,350.0 100.0 

3 寄付金 1 0 0 0 0 0.0 0.0 

4 繰入金 55,343 55,342 55,342 0 0 100.0 100.0 

5 繰越金 1 0 0 0 0 1.1 0.0 

6 諸収入 17 254 254 0 0 1,494.1 100.0 

歳入合計 138,041 140,253 139,412 0 1,357 101.0 99.4 

 

後期高齢者医療保険料は特別徴収が４７，１６２千円、普通徴収が３６，５８６千円となって

おり、収入未済額１，３５７千円は普通徴収保険料に係るものである。 

繰入金５５，３４２千円は一般会計からの繰入金である。 

 

② 歳出予算及び決算の状況           （単位：千円）  

款 区分 予算現額 支出金額 翌年繰越額 不用額 

1 総務費 14,751 13,388 0 1,363 

2 
後期高齢者医療広

域連合納付金 
123,286 123,286 0 0 

3 諸支出金 3 0 0 3 

4 予備費 1 0 0 1 

歳出合計 138,041 136,674 0 1,367 
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３ 財政運営 

 （１）基金の状況 

 

条例に基づいて積み立てられている財政調整基金等特定目的資金積立基金の本

年度の積立額（一般会計及び介護保険特別会計）は２７６，４９９千円、取崩額は

１０１，５６０千円となっている。 

この結果、本年度末の同積立基金の額は前年度より１７４，９３９千円増加して

１，６４４，５２２千円になっている。 

各年度末の特定目的資金積立基金の残高の推移は、次のとおりである。 

 

各年度末基金の状況         （単位：千円） 

年度 基金の額 増減額 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

１，５５８，５５８ 

１，４８０，７２５ 

１，４５９，０９８ 

１，４６９，５８３ 

１，６４４，５２２ 

 １６９，５１１ 

△ ７７，８３３ 

△ ２１，６２７ 

  １０，４８５ 

 １７４，９３９ 

  

（２）債権の状況 

 

西原町地域総合整備資金貸付金については、４１，３７６千円の返済があったの

で年度末現在の債権額は３８６，９１４千円となっている。 

西原町水洗便所改造等資金融資預託金は２，０００千円増加し８，０００千円に

なっている。 

したがって、年度末の債権総額は３９７，９１４千円となっている。 

  

（３）町債（借入金）の状況 

 

一般会計の本年度末の町債の額は、前年度の額より３５４，０２２千円減少して

次のとおり９，９７３，６７１千円になっている。 

 

町債（借入金）の増減 

前年度末 

増 加 額 

減 少 額 

本年度末 

１０，３２７，６９３千円  

４４７，５００千円  

８０１，５２２千円  

９，９７３，６７１千円  

下水道事業特別会計の町債は本年度も増加して、本年度末の町債の額は３，４

３８，０８４千円となっている。 
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下水道事業特別会計の町債の額との合計額は１３，４１１，７５５千円となっ

ている。 

（９，９７３，６７１千円＋３，４３８，０８４千円） 

 

 

（４）経常収支比率の状況 

 

本年度の経常収支比率は、８７．６％で前年度の８９．２％より１．６ポイント

下降している。 

 

年 度 比 率 対前年度増加 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

８３．４％ 

８６．８ 

８８．０ 

８９．２ 

８７．６ 

０．０ポイント 

３．４ 

１．２ 

１．２ 

△１．６ 

 

なお、臨時財政対策債を除いた場合の比率は９２．２％になっている。 

 

   経常経費の内訳は、次の表のとおりである。 

 

経常経費の内訳               （単位：千円） 

区 分 ２０年度 １９年度 増減額 

人 件 費 

物 件 費 

扶 助 費 

補 助 費 等 

公 債 費 

繰 出 金 

維持補修費 

１，５４１，２６７ 

６７５，８８０ 

４２２，３３６ 

６４０，４５２ 

９７７，２２３ 

７４４，１３６ 

２３，８３５ 

１，６７３，２２１ 

６７５，９０５ 

３６３，９０６ 

７００，１８１ 

９２５，９９１ 

５９９，９１８ 

２１，３９１ 

△１３１，９５４ 

△２５ 

５８，４３０ 

△５９，７２９ 

５１，２３２ 

１４４，２１８ 

２，４４４ 

計 ５，０２５，１２９ ４，９６０，５１３ ６４，６１６ 

 

 

人件費は減少しているが、繰出金、扶助費、公債費等が前年度より増加している。 

本年度は特に繰出金の増加が著しい結果になっている。 

なお、公債費の推移は次のとおりである。 
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    （単位：千円） 

年 度 公債費の額 増減額 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

８２４，３１８ 

８６２，０５７ 

９２５，９９１ 

９７７，２２３ 

３１，４５５ 

３７，７３９ 

６３，９３４ 

５１，２３２ 

 

一般財源の内訳               （単位：千円） 

区 分 ２０年度 １９年度 増減額 

地 方 税 

地 方 譲 与 税 

地方消費税交付金 

地方特例交付金 

地 方 交 付 税 

そ の 他 

臨時財政対策債 

３，１３０，１２０ 

１０５，７９３ 

２７７，５０２ 

３９，６６０ 

１，８２０，６９９ 

７４，０６６ 

２８７，０００ 

３，０８０，４５４ 

９９，３８３ 

２９２，３１９ 

２６，２９０ 

１，６７２，２２１ 

８５，３１６ 

３０７，０００ 

４９，６６６ 

６，４１０ 

△１４，８１７ 

１３，３７０ 

１４８，４７８ 

△１１，２５０ 

△２０，０００ 

合 計 ５，７３４，８４０ ５，５６２，９８３ １７１，８５７ 

 

一般財源では、地方税は前年度より４９，６６６千円増加、地方交付税は１４８，

４７８千円増加しているが、地方消費税交付金は１４，８１７千円減少している。 

 

 

 

 （５）財政力指数の状況 

 

   本年度の財政力指数は０．６２１で前年度と同率である。 

 

   参考  単年度指数の推移 

        １８年度   １９年度   ２０年度 

       ０．６３９  ０．６２３  ０．６０１ 

 

 （６）公債費等の状況 

 

公債費の金額は、毎年度増加している。 

現在の町債の発行状況から公債費の金額は、毎年度増加していくことは確実であ

り、今後財政を圧迫することが予想される。 
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公債費及び公債費比率の推移 

（単位：千円・％） 

年度別 公債費比率  公債費（元利合計） 元  金 利  子 

１７   13.1     874,910  626,649    248,261 

１８ 

１９ 

２０ 

13.2 

13.1 

13.0 

 

911,945 

975,176 

1,018,599 

673,134 

742,579 

801,522 

238,811 

232,597 

217,077 

 

  ※ 公債費の額は、決算書の金額である。 

 

 （７）実質収支比率 

 

実質収支額は、２１９，７２９千円、標準財政規模は５，３８２，８０４千円で、

実質収支比率は４．１％になっている。 

 

 

４ 定額資金運用基金 

 

本年度末の基金の内訳は、次の表のとおりである。 

 

基金の内訳 基金額 

国民健康保険高額医療費資金貸付基金 

介護保険高額介護サービス資金貸付基金 

２，０００千円 

２，０００千円 

 

 

 

５ 総 括 

 

【新公会計制度】 

総務省は、平成 18 年 5 月に地方公共団体の公会計整備に向けて「新地方公会計制度

研究会報告書」を公表している。その中で新たな公会計制度整備の目的と基本的考え方

を次のように捉えている。 

目的： 

① 資産・債務管理 

② 費用管理 



 37 

③ 財務諸表のわかりやすい開示 

④ 政策評価・予算編成・決算分析との関係付け 

⑤ 地方議会における予算・決算審議での利用 

基本的考え方： 

① 発生主義を活用し、複式簿記の考え方を導入する。 

② 地方公共団体単体と関連団体等も含む連結ベースで行うこと。 

③ 貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書の４表の

整備を標準形にする。 

また、財務書類を開示するにあたって最も重要な点の１つは「理解可能なものである

こと」と留意事項をつけ、これまで以上に住民に地方公共団体の財務状況をわかりやす

く、積極的に提供することを求めている。 

さらに、４表を整備する時期について、都道府県・人口３万人以上の都市は平成 21

年、町村は平成 23 年としている。 

総務省の要請に従えば西原町は 2 年後、つまり決算年度では 22 年度決算からの実施

となる。 

 

新公会計の目的の一番目に資産と債務の管理があげられていることから、資産ではま

ず財産台帳が整備されていなければならない。 

整備された財産台帳を足がかりに町が所有するすべての資産について金額で評価さ

れた固定資産台帳を作成することになる。町としては、まず財産台帳を点検し直すこと

が必要である。 

また、町税をはじめとする滞納額は、本年度だけでも 106,364 千円発生しており、本

年度末において滞納繰越額は 390,941 千円となっている。 

滞納額ついては、新公会計制度においてはその目的である「資産・債務管理」、「財務

諸表のわかりやすい開示」に従い貸借対照表に資産計上することになる。 

これにより、1年以内に発生したものを未収金、それ以前に発生したものを長期滞留

債権として貸借対照表に計上し、さらに、それぞれについての回収不能見込額も貸借対

照表に計上することになる。 

この新公会計制度についてであるが、財団法人社会経済生産性本部が「新公会計制度

の導入に関するアンケート調査結果」を発表（平成 20 年 12 月 19 日）している。 

アンケートの結果では、「平成２１年度秋の公表に赤信号」という見出しで新公会計

制度の導入が地方公共団体で進んでいないことを伝えている。 

ただ、その目的から導入は望ましいと考えられるので、時期は遅れてもいずれは 4表

の作成をはじめとする新公会計制度への移行に取り組んでもらいたい。 

 

【財政構造】 

財政力指数とは、基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合で表わされる指標で

あるが、いわば標準的な財政需要額に対して町税等の自主財源の収入額がどの程度確保

されているかを測るものであり、自立度の指標と捉えることもできる。この財政力指数

が本年度は 0.621（過去３年平均）となっている。単年度では 18 年度が 0.639、19 年
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度が 0.623、20 年度が 0.601 と毎年下降している。 

下降した要因は、算式の分子である本年度の基準財政収入額が 2,749,012 千円で過去

2 年と同額程度であることに対して、算式の分母となる基準財政需要額が 18 年度は

4,273,192 千円、19 年度は 4,450,310 千円、20 年度は 4,570,617 千円と毎年増加して

いることにある。 

財政需要のうち扶助費や公債費は毎年増加している。扶助費、公債費は今後も増加す

る状況が見込まれることから、人件費、物件費等の支出を抑制し、町税等の自主財源の

収入を確保していくことが財政の改善に向けての課題である。 

経常収支比率は、地方税、地方交付税を中心とする経常一般財源の収入が、人件費、

扶助費、公債費等といった経常経費の支出にどの程度使われたかを表す指標であるが、

この比率が高いほど臨時的な支出に対応できない財政構造になっていることになり、い

わゆる財政が硬直化している、と診断される。西原町においては 87.6％で前年度より

1.6 ポイント下降したがここ 5 年で捉えると、16 年度の 83.4%から上昇傾向にあり、財

政の硬直化が進んでいるといえる。 

 

【町税等の多額の滞納額】 

町税等の滞納額については、各担当課で徴収努力をしているが、しかし、従来のやり

方では限界にきていると考えられる。現状では、今後も毎年 1億円前後の滞納額が発生

すると判断せざるを得ない。 

滞納額の発生をこれ以上増加させないこと、滞納繰越額は早期に回収することを目的

とする回収計画の策定が急務である。個々の滞納者の事情を考慮に入れながらも、その

中身を選別して状況に応じた徴収業務への町全体での取組みが必要である。 

 

【特別会計】 

特別会計では、国民健康保険特別会計で滞納繰越額が 201,191 千円となり、前年度の

189,210千円より11,981千円増加している。介護保険特別会計では滞納繰越額が20,765

千円となっている。 

国民健康保険特別会計へは一般会計からの繰入額が 373,544 千円あるが、これは国民

健康保険加入者以外の町民にも負担を強いることになりかねず、不公平といえる状況が

生じてくる。そうした中での滞納額の発生は医療保険制度そのものが問われることであ

り、滞納者に対しては今後とも制度の趣旨説明と啓蒙活動、適正な滞納処分の執行等を

続けてもらいたい。さらに、今後とも予防重視の事業も継続して行い、保険給付費の支

出そのものの縮減に取り組んでもらいたい。 

 

 


